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1. はじめに

農林業を初めとして各種の公益的機能 (あるいは公共サービス)について,

コンティンジェント評価法 (contingentValuationMethod;以下 CVM)

を用いて評価するとき,多くの場合,｢公益的機能の維持のために最大いくら

までなら支払ってもよいですか｣と質問する｡しかしながら,このような質問

では,税金として既に農林業部門に支払っている費用に新たな維持経費を加え

ることになるから,消費者にとっては二重の負担となる｡そこで,例えば,吉

田 ･木下 ･合田 〔13〕による全国農林地や吉田 〔11〕による中山間地の公益的

機能評価では,基金と税金を組み合わせた新たな支払形態を採用した｡

このような先行研究の支払形態に関する厚生測度は,矢部他 〔9〕の議論に

従うとき,①特別税と税再配分との組み合わせか,あるいは②評価対象外の公
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共サービスは一定という暗黙の仮定の下での税払戻し方式に分頬されるであろ

う｡この税払戻し方式とは,ある公共サービスの税負担を消費者が既に行って

いる場合,公共サービスの削減に見合った減税後に,類似のサービスを得るた

めの支払意志額 (willingnesstoPay;以下 wTP)を質問する評価方式のこ

とである｡この税払戻し方式の特徴を明確にするために,特別税 と税再配分を

簡単に比較しておこう｡

特別税や基金という支払形態では,既存の公共サービスは不変と仮定した上

で,新たなサービスを得るための追加的な支出を問うため,可処分所得は減少

する｡この方式は多くのCVM研究で採用されているが,現実の政策として特

別税を課すことはあまり多くはない｡そこで,政策財源として一般的な税再配

分に注目することになる｡税再配分方式では,ある公共サービスを提供するた

めに,納められた税金に基づく予算の中での振替額を質問する｡そのため可処

分所得は変化しないが,既存の公共サービスの価値がCVM の推計額に影響を

与えるという性質をもつ｡

他方,税払戻し方式では,評価対象以外の公共サービスは不変とされ,評価

対象の公共サービスの減少分だけ減税されると想定しているから,減税分より

も類似のサービスに対する WTPが大きければ結果的に可処分所得は減少し,

wTPが小さければ可処分所得は増加することになる(日｡また,税払戻 し方

式の評価額は既存の公共サービスの価値に左右されないために,公共サービス

の民営化評価など,市場を通じても供給可能な公共サービスの便益評価にあた

っては,税再配分方式の評価額よりもより有益な情報を与える｡そのため,こ

の税払戻し方式は,価格が明示されていない各種の公共サービスの評価に適用

可能 と考えられるが,この方式による実証研究は殆ど行われておらず,理論的

検討も十分にはなされていない｡そこで,税払戻し方式の理論的検討が本稿の

一つの柱 となる｡

次に,実証分析にあたっては,公共サービスの一つとして,低負荷型社会実

現の一つの方策として近年重要な課題として注目を集めている家庭系一般廃棄

物処理サービス (家庭ゴミ処理サービス)の経済評価を取 り上げる(2)｡これ
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については,佐藤 ･矢部 ･山村 〔3〕において,CVM を用いて需要者の特性

が便益評価に与える影響を明らかにした｡しかしながら,提示額バイアスの問

題については検討が残されていたため,本稿ではこの間題に比重をおいて議論

を深めたい｡

そこで,2肢選択 CVM (DichotomousChoiceCVM,以下 DC-CVM)に

おける提示額バイアスの問題を説明しよう｡DC-CVM は被験者自らが評価額

を記入する自由回答方式に比べ精神的負担が少ない,戦略的バイアスに強いな

どの利点があるため,NOAAパネルでも推奨された方式であるが(3),その反

面,どのような金額でも ｢Yes｣と答える被験者がいるために生 じる ｢Yea-

sayingBias｣(MitchellandCarson〔26〕)の問題,被験者が支払金額として

提示額があまりに高すぎると感じた場合にとる回答拒否行動 (吉田 ･千々松 ･

出村 〔12〕)や補償金額 としての提示額があまりに低すぎると感じた場合にと

る回答拒否行動 (矢部 ･合田 ･吉田 〔8〕)などの戦略的バイアスも指摘されて

いる(4)｡また,自由回答方式に比較して多くのサンプル数が必要である｡

そのため,一度だけYeS/NOで答える2肢選択 CVMの利点を活かしつつ

より多くの情報量が得られる2段階2肢選択 cvM (Double Bounded Di-

chotomousChoiceCVM ;以下,DB-CVM)が考案され(5),同手法によれ

ばDC-CVMで見られた高提示額での回答拒否行動が回避されたという報告

(吉田 ･木下 ･合田 〔13〕)もある｡他方,Hanemannetal.〔22〕では第 1

提示額を社会的に認められた金額 と被験者が判断するために第2提示額では

Noと回答する傾向があったこと,CameronandQuiggin〔17〕では第 1提

示額でYes(No)といった被験者は第2提示額でYes(No)という傾向が見

られたこと,HerrigesandShogren〔23〕では後続の質問で評価額の減少が

見られた場合があったこと,新保 〔4〕では第 1提示額でYesと回答した被験

者について第2提示額でNoという確率が高かったことなどが指摘されている｡

そのため,第 1提示額と第2提示額で回答傾向が異なる状況,つまり回答の一

貫性のなさから,第2提示額における回答の信頼性に疑問が投げかけられ,収

集した第2回答のデータを放棄して第 1回答のみに基づく評価額を採用する研
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究もあるO

しかしながら,第 1に,本稿では,一貫性のなかった第 2提示額の回答を全

て無効とするのでなく,BD-CVM においてより多くの情報を活かすために,

第1授示額と第2提示額の回答について,個々の提示額ごとに回答の一貫性を

識別する判別式を考案する(6)｡この方法により,提示額バイアスが疑われる

回答のみを除去することが可能になり,残 りのデータを使用することでより多

くの情報が得られる｡

第2に,上述の判別式でも提示額が第 1,第 2回答に同様な影響を与えてい

る場合には,合意率の傾向に大きな違いが生じないため,提示額バイアスを識

別できない｡CameronandQuiggin〔17〕,矢部 ･佐藤 ･西洋 ･合田 〔10〕,

吉永 ･吉田 ･矢部 ･高山 〔14〕などでは,付け値関数に提示額ダミー変数を導

入して提示額バイアスの存在を明らかにしてきている｡ただし,この方法では

ダミー変数にゼロを代入しても,基準となる提示額での推計額が得られるだけ

で,提示額バイアス自体は除去できない｡そこで,本研究は,回答者が潜在的

に持 っている WTPよりも提示額が大 きい (小 さい)とき,推計 される

wTPがより大きく (小さく)なると仮定した提示額バイアス関数を導入し

て,誤差項に関する特定化の側面からこの間題の一つの解決を試みる｡

第3に,佐藤他前掲論文では税払戻し方式の基本的概念を提示したものの,

紙面の制約のため十分な議論ができなかった｡そこで,その議論を補足する意

味で,税払戻し方式における厚生測度を本稿の文脈と関連させて定義し,公共

サービスにおける固定費用と可変費用を区別した上で,税払戻し後の WTP

と公共サービスの費用とを比較検討する｡ただし,提示額バイアス問題が本稿

の中心課題としたため,この間題は考察の部分で扱うに止める｡

本稿の構成は以下の通りである｡2ではDB-CVM において提示額バイアス

を識別するための判別式を提案し,次いで提示額バイアスを除去した推計モデ

ルを示す｡3では,計測データの特性を記述するとともに,第2回答における

バイアスの存在を判別式により明らかにする｡4では,計測モデル,説明変数

および期待される符合条件を示す｡また,計測結果を示し提示額バイアスを除
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去 した評価額を求める｡5では,税払戻 し方式の厚生測度を諭ずるとともに,

本稿で推計 した家庭 ゴミ処理サービスの便益について行政費用 と比較 しつつ政

策的意味を考察 し,6で本稿をまとめる｡

注(1) 農林業のもつ公益的機能評価と支払形態との関係に注目したサーベイ論文としては,

矢部 〔7〕がある｡

(2)例えば,ゴミ処理に関する文献としてはSatohandYamamura〔28〕,CVM を用

いたものとしては舟木･安田 〔1〕やRobertsetal.〔27〕があるo

(3) NOAAパネルの内容については,Arrowetal.〔16〕を,NOAAパネルを含めた

CVMの制度的展開やその意義については矢部 〔6〕を参照のこと｡

(4) DC-CVM に続く自由金額記入の場合,提示額の増加がそれに続く自由回答による

評価額を増加させる効果 (矢部他 〔9〕)も報告されている｡

(5)DB-CVMの推計方法としては,本稿で採用した支出関数アプローチの他に,

Hanemannetal.〔22〕が提示した間接効用関数アプローチ,Kristromが提示した

ノンパラメトリックアプローチをDB-CVM に適用した寺脇 〔5〕などがあるO

(6) この判別式は,寺脇 〔5〕が試みているような,DB-CVMにノンパラメトリック

手法を使用する場面でも,提示額バイアスの判定が可能であるという利点もある｡

2. 判別式 と分析モデル

(1) 下方 ･上方バイアスの判別式

DB-CVM とは,2肢選択 CVM (DC-CVM)を2回行 うものであ り,最初

の回答が｢Yes｣の場合には一つ上の提示額を,｢No｣の場合には一つ下の提

示額で再度質問をする｡その結果,推計 される WTPの区間が より限定 され

るために,当初は 1回だけ質問するDC-CVM よりも情報量が多 く,より信頼

性の高い推計値が得 られるといわれていた｡ しか しながら,研究の進展につれ

て ｢1.は じめに｣の ところで も述べたような問題が指摘 されるようになってき

た｡特に,第 1提示額 によって推計 される WTPが第 2提示額 による WTP

よりも大 きいか小 さいかにより,上方あるいは下方バイアスが発生 した といわ

れているo ところが, このバイアス判定の基準 は経験的であった り,WTP

に関する特定の分布を仮定 した ものであった｡そこで,本稿では, より一般的
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な条件下で,下方あるいは上方バイアスの存在を識別する判別式を,以下のよ

うな手続きによって考案した(1)0

提示額を tJで表 しtJくtJ'1と仮定する｡また,ある被験者が潜在的な支払

意志額(WTP)を もつ とき,提示額 t'で ｢Yes｣と答 える確率 をPr(tJ≦

WTP)で,｢No｣と答える確率をpr(WTP<tJ)で表す｡このとき,第 1提

示額 tJ-1で ｢Yes｣と答えた被験者が第 2提示額 t'でも ｢Yes｣と答える条件

付確率 はP,(tJ≦WTPltJll≦WTP)で表 され,他方,第 1痩示額 tJ･lで

｢No｣と答えた被験者が 2回目の提示額 JJで ｢Yes｣と答える条件付確率は

pr(t'≦wTPlwTP<tJ'1)で表される.

ここで,WTPの任意の分布関数をF(･)で表すとき,提示額 tJで ｢No｣

を表明する確率は Pr(WTP<t')-F(t')に,｢Yes｣を表明する確率は Pr

(t'≦wTP)-1-F(tJ)になるoLたがって,Pr(i,<_WTPltJ~1≦wTP)-

(1-F(tJ))/(1-F(iJ-1))で あ り,Pr(tJ≦ WTPEwTP<tJ+1)=pr(tJ≦

WTP<tJ'1)/pr(wTP<t''l)-(F(tJ'1)一F(tJ))/F(tJ'l)であるから

pr(t'≦wTPIwTPくtJ'1)<pr(t'≦ WTP)

<pr(t'≦wTPlt'-l≦WTP) (1)

なる関係を得るO

次に,全ての被験者ついて同一の∫(･)を仮定するならば,支払意志額の

分布形状に関係なく,(1)式の確率をある標本集団における合意率 と読みかえ

ることができる｡すなわち,第 k設問 (ただし,k-1,y,nで yとnは第 1

設問でそれぞれYesとNoと答えたときの第 2設問)において提示額 JJが与

えられたときの被験者数をn'.,そのときYesと答えた被験者数をm'kとすれ

ば,mJh/n'Aはその提示額に対してYesと答える確率 pr(t'≦WTP)の最尤推

定量となり,一致性をもつことが知られているから(2),条件付確率を考慮し

て(1)式から次の関係が導ける(3)o

lft}n
示 打 二元 打 <普 く票 r

(2)
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この(2)式において,提示額 tJ に注目するとき,第 1提示額 tjでの合意率

(mi/ni)は,第 1提示額 tJ'lで ｢No｣を表明した人を対象とする第 2提示額

t'での合意率 (mJn/(ni十1-mi十L))よりも大 きく,第 1提示額 tJ一lで｢Yes｣

を表明した人を対象とする第2提示額 tJでの合意率 (mJ,/mrl)よりも小 さ

いことを意味する｡

したがって,観察されたDB-CVM の合意率がこの関係を満たさないとき,

①第 2提示額に対する回答における下方あるいは上方バイアスの存在,あるい

は②標本抽出がランダムに行われなかったことが疑われる｡

他方,(2)式の関係が満たされたからと言って提示額バイアスが存在しない

と断言することはできない｡なぜなら,第 1,第 2提示額が同方向の影響を

wTPに及ぼす場合には, (2)式だけではバイアスの存在を確認できないか

らである｡そこで,提示額バイアスの計測モデルを検討しよう｡

(2) 提示額バイアス関数

本節では,以下のような仮定のもとに,従来の分析では誤差項の中に含まれ

ていた提示額バイアスを分離し,その推計を試みる｡第 i被験者の潜在的な支

払意志額 (WTP)をy;とし,非負と仮定して自然対数をとれば,

lny;-∫;β

と表されるとする｡ただし, xzは定数項を含む属性列ベクトル,βはx2の係

数列ベク トル とする｡他方,提示額 tzと潜在 wTPとの差異 6,=t,llny;

が,推計される支払意志額 yiに影響を与えるとする｡このとき,提示額バイ

アス関数g(銑)について,g(0)-0,dF/dtz>0を仮定する｡この仮定の意

味は,提示額 と潜在 wTPが一致するとき提示額バイアスは生 じないが,そ

れ以外の場合には提示額バイアスが発生して止の影響を及ぼし,♂l>0(<0)

のとき観測された行動から推計 される WTPは潜在 wTPよりも大きく (小

さく)なるということであるoさらに,lnyzには誤差項 ezが含まれるとした

とき, ylは

1ny .-x;β十g(6.)+ eZ
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で表せるとするOただし,誤差項 ezはN(0,0･2)に従う独立な同一分布であ

ると仮定する｡

ここで,yfのデータは実際には存在せず,観測できるのは被験者が提示額

tiに対して表明するYes,Noの回答と属性のみであるから,WTPを求める

ためにYesと答える確率にまず注目する｡その確率は,

Pr(tl≦yi)-Pr(lnti≦x;β+F(Sz)十el)

-pr(1nti-X;β一g(Ot)≦el)

-pr(lnti-X'EB5-g(Si)≦21)

=1-◎(1ni,-x'iβ-g(OL))

で表される｡ただし, 21-eJq は標準正規分布をとる確率変数,◎(･)は標

準正規分布関数とする｡また,Noと答える確率は,

Pr(yz<tl)-1-Pr(tl≦yl)-◎(lntz-x;β-F(6.))

で表される｡これより後述の尤度関数をつくり最尤法で推定していく0

さて,従来のDC-CVMの研究では,潜在 ly71Pは右に広がる分布である

と仮定して,提示額に対数変換やBox-Cox変換をほどこし,モデルの適合率

を向上させてきた｡他方,本研究の目的は,たとえ提示額を変換したとしても,

潜在WTPよりも提示額が大きい (小さい)とき,推計wTPは提示額によ

って影響を受けると仮定し,その効果を誤差項の特定化において分析すること

にある｡もちろん,従来の研究でも,提示額が評価額に与える効果を提示額ダ

ミー変数によって分析 してきた(4)｡しかしながら,その場合には,提示額ダ

ミーの推定係数は基準 となる提示額からの差異の効果であるため,提示額ダミ

ー変数にゼロを代入して得られる推計値は,基準となる提示額での推計値であ

って潜在 wTPではない｡そこで,本稿では,滞在 wTPを求めるため,堤

示額が潜在 wTPと一致するとき提示額バイアスがゼロとなるように,提示

額バイアス関数Vを仮定している｡そして,上述の仮定を満たし,計測の簡便

さと実行可能性,解釈の明白さを考慮し,ロジスティック関数を基にして
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F(Sz)-α(I+exp(IC,)

なる関数型を仮定した｡この関数型の場合,g(0)-0であって,提示額が正

の効果をyzに及ぼしているならば,計測された αは正であり仮定を満たすO

また,この αが大きいほど提示額バイアスの影響が大 きいことになる｡ もち

ろん,Fの関数型の選択は推計結果に少なからず影響を及ぼすことは言うまで

もないが,先見的に決定できないため,本稿ではこのような関数型を仮定した

が,この間題については機会を改めて詳細に検討したい｡

(3) 分析モデル

第 1回答 と第2回答 との間に一貫性がないことが明らかになった場令,従来

のアプローチに立つとき三つの選択肢が存在する｡すなわち,第 1は第 1回答

のみを用いる,第2は第 2回答のみを用いる,第 3は一貫性が無 くとも第 1,

第 2回答の両方を用いるというものであり,第 1あるいは第 3のどちらかが通

常選択 されてきた｡

他方,本研究では判別式を用いることにより第 4の方法を提案する｡すなわ

ち,第 2提示額の回答において,第 1提示額の回答 と一貫性がないと判断され

た回答のみ除 くというものである｡この方法により,一貫性のある第 2提示額

での回答は使用できるから,情報の損失を最小限に抑えることができる｡その

ため,判別式によるサンプルの選択 と提示額バイアス関数を組み合わせて,以

下のような分析モデルをつくる｡

まず,第 1提示額 JHこ対するYes,Noの回答行動に対応 した2値定義変数

をそれぞれ dざ,d㌢とし,対応 しているときに1それ以外は0とし,またそれ

ぞれの確率を7TT(t3),那(ti)で表す｡次に,第 1,第 2提示額に対する(第 1

回答,第 2回答)について(Yes,Yes),(Yes,No),(No,Yes)および(No,No)

の組み合わせに対応した2値定義変数をそれそれ dぎy,drn,dFyおよび が nで

表し,対応しているときに 1それ以外は0とする｡また,それぞれの回答行動

に対 応 した 確 率 を7TIy(ti,〟+1), 7rrn(ti,trl), ポ y(t3,t仁 1) お よ び
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ポy(ti,tr l) で表そう｡

さらに,上述の判別式 (2)が第2提示額 t3で満たされた場合を D(ti)-1,

満たされなかった場合を D(ti)-0で表す｡D(ti)-1の場合には,第 i被験

者のデータは第2提示額まで使用し,Cameron and Quiggin〔17〕による

UnivariateModelを適用し,D(tj)-0の場合には,第 i被験者のデータは

第 1提示額のみ使用して通常の支出関数アプローチを適用する｡このとき,第

2提示額 tfによって各提示額ごとに確率は以Tのように表される.

β(〟)-1の場合

がy(till,ti)-Pr(ti≦yt)=1-◎(lntjIX'Lβ一g(6t))

がn(tP,ii)-Pr(〃一l≦yz<E3)-◎(lnt3-x;β一軒(61))

-◎(1ntrl-x;β一g(61))

がy(trl,ti)-Pr(ti≦yl<trl)-申(1ntrL x;β一 g(Sz))

-◎(1nt31X;β一g(61))

7Tr(〟+1,tう)-Pr(yl<tj)-◎(lnti-x'tβ一g(6,)) (3)

か(パ)-0の場合

dTy,dざnの とき

7号(tTl)=Pr(trl≦yz)=1-申(lntrl-x'lβ一g(61･))

dtny,dlnnのとき

が(ti･'1)=pr(yl<trl)=◎(lntr1-x;β一g(6,)) (4)

となる｡ただし,Gt-i,-x;β の tlは第 1提示額 とするo

これより,第 4の方法による推計モデルの対数尤度関数

1nL-∑tD(t3)Ldでylnがy(t3.｣,ti)+dぎnln7rrn(tr1,ii)l

+d㌢yln7rFy(〟+1,〟)+d㌘乃1nポn(trl,t3)]

+(llD(t3))[drIn7rI(tr1)+d㌢1nポ(trL)｣)

が得られる｡

なお,第 1回答のみによる推計は(4)式を用いた対数尤度関数に基づき,第

1回答と第 2回答の全データによる推計は(3)式を用いた対数尤度関数に基づ

いて推計を行い,あわせて第 4の方法とも比較 しよう｡
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注(1) 判別式のアイデアは,吉田 ･木下 ･合田 〔13,p.33〕にも見ることができる｡本研

究の責献は,そのようなアイデアを明示的に定式化したところにあるといえよう｡

(2)stone〔29〕,寺脇 〔5〕を参照のこと｡

(3) (1)式に以下の関係を代人すればよい｡

pr(t∫≦WTPtWTPく t''l)=(m'n/ni+1)/((ni+1-mi+1)/ni十1)

=m'n/(ni十1-mi+1)

Pr(t'≦WTP)-m了/ni.

し4)DB-CVM では,第 1提-'J-(額が第2評価額に与える効果はもちろん第 1提示額が第

1評価額に与える効果,あるいは第2提示額が第 2評価額に与える効果を含んでいる

と予想されたが,本稿はその効果を解明するための一つの方向を示すものであるC

3. 提示額バイアスの判定

(1) cvM調査における評価対象,母集団およびシナリオ

本研究の評価対象は,家庭廃棄物の中でも,家庭が何らかの形で処理できる

自家処理可能なゴミ処理サービスに限定した｡アンケー ト調査の母集団は,北

見市の住民 (世帯単位)である｡北見市は北海道の農村地域である北見盆地の

ほぼ中央部に位置し,平成 7年の人口は110,452人,43,315世帯である｡北

見市を対象とした理由は,①住宅形態に一戸建てが多 く,回答者が ｢自家処

理｣を現実的なシナリオとして想定できる,②西暦2000年には最新のゴミ焼

却施設の導入が検討されているため,ゴミ処理の有料化などゴミ問題に対する

市民の関心も高まっていること等から現実の政策展開に向けた良好な事例 と考

えたことによる｡

質問文の設定に当たっては,税の二重負担問題を回避させ,ゴミ自家処理の

選択を高めるために,自家処理を前提として減税措置を講じるというシナリオ

にした｡すなわち,アンケー トにおける想定は,①家庭ゴミについて公的ゴミ

処理サービスは中止されるが同様のサービスを民間処理会社から引き続き受け

ることができる｡②公的ゴミ処理サービス削減に対応した負担費用減少分が減
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税される｡③家計にとっては,ゴミ処理サービスの主体が行政であるか民間で

あるかは問題ではなく,引き続きゴミ処理サービスを受けるための費用のみが

問題である｡④ゴミ処理サービスを受けるため支払っても良いと考える最大金

鶴 (WTP)の決定にあたっては,家計は自家処理の機会費用を考慮する｡(参

減税額は明示しない.なぜなら,減税額を示すと家計の主体的な WTPの評

価額が減税額の影響を受けてしまうからである(1)0

このような想定の下で,公的ゴミ処理サー ビスの低下を避 けるための

wTPが評価できるとしてアンケー トを行った｡提示したシナリオは以下の

通 りである｡

｢いま仮に,市行政の効率化 ･簡素化,および近隣地域でのゴミ処理場用

地確保難のために,生ゴミおよび焼却しても安全な可燃ゴミの収集処理事業

が行政サービスから分離されて,民間委託されるとします｡ただし,ゴミ処

理予算として支出されていた分は減税措置されますが,そのかわりに各世帯

はゴミを自家処理するか,あるいは希望者には有料で民間業者にゴミ処理を

委託しなければならなくなったとします｡民間業者のサービスは,これまで

と同様のサービスを提供し,いくら生ゴミ･安全な可燃ゴミを出しても一定

の利用料金でよいとします｡また,庭のないアパー ト居住者等には,町内会

やアパー トごとに共同のコンポストや安全な焼却施設が無料で利用できるよ

うにしますが,責任を持って各自が処理しなければならないとします｡ただ

し,粗大ゴミや不燃ゴミ,危険性の高い可燃ゴミ等,自家処理の困難なゴミ

については,従来通 り市の行政が行うこととします｡また,過剰包装等のゴ

ミのもとを作った企業へのゴミ処理費用負担は,現段階では考えないとしま

す｡このとき,生ゴミおよび焼却安全性の高い可燃ゴミの収集処理サービス

の料金が,月額 * * * 円であるとすると,あなたのご家庭ではこれを負

担してゴミ収集処理サービスの継続を希望しますか｡

A.負担してサービスを受ける

B.負担しないで自家処理する

C.よくわからない



提示額バイアスを除去したCVM による公共サービスの経済評価 13

ただし, **♯円の欄には,1,000,1,500,2,000,2,500,3,000,5,000,

10,000,15,000円の8個の金額から一つがランダムに入る(2)｡これらの金額

の幅が,高額になるほど開 くのは,ly7｢Pが右に広がる分布を想定している

からである｡また,｢A.負担 してサービスを受ける｣と回答した世帯にはよ

り高い提示額で,｢B.負担 しないで自家処理する｣と答えた世帯にはより低

い提示額で,再度質問をした｡｢C.よくわからない｣と答えた世帯にはこれ以

上質問をしなかった｡

(2) アンケー ト調査実施方法

アンケー ト調査のサンプル抽出は,北見市の世帯人員構成比を基にすべての

地区を対象に比例割当法を用いて無作為に抽出し,配布 ･回収は配票調査法に

よった｡また,日常生活の購買行動とゴミ排出行動との間に密接な関係が予想

されるから,アンケー ト回答者に ｢普段家計を代表 して買い物をされている

方｣という限定を加えた｡予備調査は,サンプル数 154票で1996年 10月に実

施した｡予備調査での支払意志額の合意率分布の結果を基に,提示額に変更を

加えて,本調査を97年 1月中旬から2月中旬までの1カ月間実施 した｡本調

査での調査票配布数は1,200票であり,回収数は1,022であった｡

調査員の直接回収により85.2%という高回収率を得るとともに,回収時に

記入の不備を極力チェックしたため,1,022中で無効なサンプルを22に止め

ることができた｡また,有効回収数 1,000における世帯人員数別構成比と平成

7年度国勢調査での北見市の世帯人員数別構成比 との相関係数は0.9244であ

った｡このことから,今回の調査によって得られた標本は抽出バイアスの少な

いものであるといえよう｡この1,000のサンプルから,支払提示額に対して抵

抗回答(3)および ｢C.よくわからない｣を表明したサンプル,さらに無記入

の項目のあるサンプルを除外した結果,分析に使用したサンプル数は560とな

った｡



14 農業総合研究 第53巻第 1号

(3) 下方バイアスの判定

各提示額における合意率 (｢Yes｣と答えた割合)を第 1表 と第 1図に示す｡

各回答者に提示した基本提示額は,1,000-15,000円の8段階であり,500円

と20,000円は第2設問での最小 と最大の提示額である｡第 1表の第 1列は提

示額を示す｡第3列目は,第 1提示額で合意率を示す｡第 2列目は,第 1提示

額で ｢No｣と答えた人の第2提示額における合意率であり,第4列目は第 1

提示額で ｢Yes｣と答えた人の第2提示額における合意率を示す｡

例 えば,提示額 1,500円に注 目しよう｡第 1提示額 1,500円の合意率 は

60.0%である｡また,第 1提示額 2,000円に対し ｢No｣と答えた人,つまり

100-78.7-21.3(%)の人に対して,第 2撹示額 1,500円が与えられ,その

ときの合意率が6.3% とな ってい る｡他 方,第 1提 示額 1,000円 に対 し

｢Yes｣と答えた人,つまり92.9%の人に対 して,第 2提示額 1,500円が与

えられ,その ときの合意率が67.1% となっている｡したが って,提示額

1,500円における合意率の大小関係は,6.3<60.0<67.1であり,これは判別

式(2)を満たしている｡同様に,提示額 3,000円における合意率も期待された

第 1表 提示額と合意率の変化

第2略 の合意率 第 1r- の合意率 警 慧 莞 慧(第 1回苔はNo)

500円

1,000円

1,500円

2,000円

2,500H

3,000円

5,000円

10,000rl]

15,000円

20,000円

83.3(5ノ6)1)

34.6(9/26)

6.3(1/16)

13 (3/23)

3.4(1/29)

2.7(1/37)

6.3(3/51)

2.8(2/72)

92.9(79/85)

60 (39/65)

78.7(59/75)

54 (27/50)

63.8(51/80)

39.3(24/61)

22.6(14/62)

12.2(10/82)

67.1(53/79)

61.5(21/39)

50.8(30/59)

66.7(18/27)

2 (1/51)

0(0/24)

0(0/14)

10 (1/10)

派.1) 数字は合意率のパーセントを示す.

()内の数字は (Yesと回答した被験者数/被験者数)を示す.

2)提示額1,000円,1,500円,3,000円で判別式が満たされている.
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500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 5,000 10,00015,00020,000 円

提示額

｣ニー 第1回答の合意率

十 第2回答の合意率 (第1回答はYes)

第1図 提示額と合意率の変化

大小関係を満たしている｡ また,提示額 1,000円については判別式 (2)の左

の不等号関係のみ存在 してそれを満たしている｡

しかしながら,捉示額 2,000円,2,500円および 5,000円以上の場合には,

この関係が満たされておらず,特に,第2回目の提示額が5,000円の場合には,

第 1提示額で Yesと回答 した被験者の合意率が 2%と極端 に小 さくなってい

る｡判別式を用いたこのような検討結果は,本調査事例における下方バイアス

の存在を示 しているといえる｡ したがって,佐藤 ･矢部 ･山村 〔3〕では,第

1提示額 と第 2提示額の回答は WTPについて全て同一分布 を仮定 して計測

を行ったが,その仮定は成 り立たないことが明らかになったため,同一分布が

h一定されなかったサンプルは第 2lH1答まで用い,それ以外のサンプルについて

は第 1Lul答のみを用いて再度推計 を行 う｡つまり,表 1の第 2,4列のシャ ド

ーのかかった 185サンプルについては第 2提示額 まで使用 し,それ以外の 375



16 農業総合研究 第53巻第 1号

サンプルについては第 1提示額のみ使用して推計する｡

注(1) 減税額を示さなかったので,被験者は減税後の可処分所得という予算制約が不確実

なままで答えなければならない問題が生じた｡しかしながら,本研究では減税額を示

すことによるメリットと,減税額が評価額に影響を与えるデメリットを総合勘案の上,

提示額バイアスも研究課題 とする本研究においては示さない方がより良いという判断

を下した｡他方,研究目的が,現状のゴミ処理費用の妥当性を検討するような場合に

は,住民に対して減税額を示す方がよいであろう｡

(2)DC-CVMあるいはDB-CVMにおいては提示額 と提示額ごとの配布数の決定は重

要な研究課題である｡この分野 に関する研究 としては,Alberini〔15〕,Copper

〔19〕,Kanninen〔24〕などがあるが,中嶋 ･寺脇 〔2〕は,｢モデルの誤った定式化

についての頑強性の観点から,予備調査において推定されたWTPの分布について等

確率パーセンタイル点で区切られた8-10種類の提示額を用意することが望ましい｣

と述べている0本研究においては,過去の研究結果よりWTPの分布が右に広がる

と想定されることを受けた Lで,我が国における既存の文献やこれまでの経験,現実

のゴミ処理費用および予備テストの合意率などを総合的に勘案して提示額を決定した｡

(3) 抵抗回答とは,一般には,評価対象の便益自体は認めるものの ｢行政が行うべき

だ｣等の経済外の理由から,｢支払わない｣を選択した回答を指す｡本研究の場合に

は,｢B.負担しないで自家処理する｣を選択した401サンプルについてその理由を質

問したところ,その65.0%,261サンプルが ｢ゴミ処理サービスの費用が高過ざる

等｣の経済的理由を挙げており,その場合には抵抗回答ではないと判断して分析に使

用した｡しかし,それ以外の140サンプルについては,｢他人や環境に負荷をかけた

くないから｣(62.1%),｢自家処理できるゴミを極力自家処理することが市民の責任

または義務だと思うから｣(31.4%),｢徴収 されたお金の一部が,処理会社の利益に

なることに納得できないから｣(1.1%),｢その他｣(5.4%)といった非経済的理由

を挙げたために分析から除外した｡このような非経済的理由はシナリオの不備 という

よりも環境意識の高まりを反映したものと思われる｡

他方,｢C.よくわからない｣と回答した258サンプルについて,その理由別に所得

とのクロス集計を行なった結果を付表 1に示す｡これより所得が低い世帯の方が,抵

抗回答としての ｢コミ処理は行政の責任で行うべき｣(総平均では34.1%)と考える

傾向が強いように読める｡また,｢これだけの情報からは判断できない｣(同49.6%)

という回答も半数前後あった｡
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4.推定と結果

(1) 配明変数

分析に使用した560のサンプルについて,説明変数として用いた回答者の個

人属性等を中心に,単位,ダミー変数の区分,平均,標準偏差,期待されるパ

ラメータの符号条件を整理して第2表に示す｡この説明変数はアンケー トの設

問項目から客観的な説明変数として計測モデルに使用可能なもの全てを取 り上

げたものである(1)｡

① INCOMEは所得の対数であり,所得の単純平均で496万円であったO

② HOUSEは住宅形態を示し,｢一軒家｣が持ち家 ･借家併せて66.20/.

を占めており,他はアパー ト,マンション等の ｢集合住宅｣であった｡

⑨ AGEは回答者の年齢の対数である｡年齢の単純平均は40.8歳であり,

20歳代から50歳代で85.7%,60歳以上が8.6%を占める｡

④ sEXは性別であり,男性が47.9%,女性が52.1%である｡普段家計

第 2表 説明変数 (∩-560)

説明変数 単位およびダミー変数 平 均 標準偏差 期待される符号条件

INCOME 所得の対数 ln(方円) 6_206 0_645 ++
HOUSE 自宅形態 (1:独立住宅 0:集合住宅) 0.661 0_474

AGE 年齢の対数 ln(年齢) 3.648 0.366

SEX 性別 (1:男性 0:女性) 0.480 0.500 +
FAMILY 家族人数の対数 ln(家族人数) 0.989 0.506 +
PURCH 過当たり買物回数の対数 ln(回数) 0.953 0.471 +

WASTEDISPOSEAREA 過当たりゴミ排出量 】n(45リッ トルサイズのゴミ袋の数)処理形態 (1:自家処理している0:ゴミ収集に出している)居住地域 (1:住宅地域 0:それ以外) 0.7970.1490.937 0.4570.3560.243 +?
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を代表して買い物をする人に回答を依頼したために,アンケー ト回収段階

では71.1%が女性であったが,授示額に対して抵抗回答や ｢C.よくわか

らない｣と答えた回答を除いた結果,男性が半数近 く占めるまでになった｡

⑤ FAMILYは世帯家族数の対数であり,平均家族数は3.0人であった｡

⑥ pURCH は,1週間あたり買い物回数の対数であり,平均で2.9回で

あった｡

⑦ T4ASTEは,1週間当た りのゴミ排出量の対数であり,45リットル

(市販Lサイズ)袋で何袋出すかを質問した｡平均で2.4袋であった｡

⑧ DISPOSEは,生ゴミ処理の実態 を質問 した ものであ り,自家処理

(コンポストや埋立て)をしている世帯は14.9%であった｡残 りの85.1

%の世帯はゴミ収集に出している｡

⑨ AREAは居住地域であり,住宅地域に93,7%の人が住んでおり,残 り

は農業地域等である｡

⑲ ALFAは提示額バイアス推計のための説明変数であり,提示額 と潜在

wTPの差であり,後述の式 (6)のαに対応する｡提示額 と潜在 wTP

の差は推計時に求めるため,初期段階ではデータは存在しない｡

符号条件について検討すると,INCOME l所得]の増加は,より多くの支

払いが可能 となるため正の符号が期待されるoHOUSE [住宅形態]につい

て独立住宅の自家処理可能性は集合住宅に比べて高いことが考えられるため,

負の符号が期待される｡

次に,ゴミ自家処理の機会費用に関係する説明変数についてその符号条件を

検討しよう｡一般に,ゴミ自家処理の機会費用-(①市場賃金率)×(②家計で

のゴミ処理に要する時間)と考えられる｡したがって,①市場賃金率が高いほ

ど,②ゴミ処理に時間がかかるほど,｢自家処理の機会費用は増加する｣から

定額料金制の Fでも ｢WTPも大きくなる｣と予想 される｡このような視点

から,残りの説明変数の符号条件を見ていこう｡

① 市場賃金率に関係する説明変数 としては,AGE [年齢]とSEX [性

別l,そして繰 り返 しになるが〃VCOME [所得]が挙げられるであろう｡
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AGE [年齢]については,本調査の場合60歳以上が8.60/.しか占めないため

に,傾向としては年齢の上昇につれて賃金の上昇が予想される(2)｡そのため,

年齢が高 くなれば市場賃金率が増加するから,期待される符合条件は正となる｡

SEX [性別lそれ自体の機会費用に与える影響は一律には決定 しがたいが,

本調査で回答した女性の70%が専業主婦かパー トに従事 していたため,平均

して同年代の男性よりも時間当たりの市場賃金率は低いと予想される｡したが

って,回答者が世帯ではなく本人の市場賃金率を強 く意識 したとすれば,(男

悼-1) とダミー変数で表 した場合には正の符号が期待 される｡INCOME

[所得]は家計の所得であるが,市場賃金率に対して強い正の影響の相関があ

ると予想されるから,この意味からも正の符号が期待される｡

･② 家計でのゴミ処理に要する時間と関連する変数 としては,FAMILY

[家族数],PURCH [買物の回数｣,WASTE [ゴミ排出量]があり(3),一

般的には,家庭ゴミ処理の機会費用を規定する要因として理論的に要請される

変数である｡つまり,FAMILY [家族数lが多いほど通常はゴミ発生量も多

くな り,PURCH t買物 回数]が多 い と,ゴ ミの発生 量 も多 くな り,

wASTELゴミ排出量lが多いほどゴミ処理量も多くなるであろう｡

しかしながら,現実には,買い物回数はゴミの量と相関がある一方,賃金率

の低い専業主婦がいれば少量多頻度の買い物を行うであろう｡家族数が少ない

世帯でも夫婦だけの共稼ぎ世帯や単身世帯著は時間当たりの機会費用が高 くな

るであろうから Ⅳ7IPは大きくなり,またゴミを1袋処理するのも2袋する

のも時間的差異は少ない可能性がある｡したがって,これらの変数の符号条件

は,推定係数が有意にならない可能性もある｡そのため,賃金率だけが有意に

効いて来る可能性が高いと予想される｡

DISPOSE lゴミ処理形態lについては,既に自宅で生ゴミの処理を行って

いるか否を示しており,現時点で生ゴミを処理していれば,民間サービスに対

する WTPは低 くなるであろうから,負の符号が期待される｡AREA [居住

地域｣は,94%の回答者が住宅地域 と回答したために,住宅地域内でも自家

処理の条件について大きな開きがあると思われる｡もちろん,一般には住宅地
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域に住んでいる場合,農業地域等に比較して自家処理が困難であるから正の符

号条件になると予想されるが,本調査の場合,その他地域には農業地域 (3

%)と同程度の割合で商業 ･工業地域 (3%)も含まれるため,本調査のデー

タに関しては期待される符合条件は明確ではない｡

(2) 推定結果

1) 判別式を用いた場合の推定結果

第3表のモデル 1とモデル2は,y,･について対数正規分布 を仮定 し,式

(2)の判別式によってサンプル毎に第2提示額の使用の有無を選択した｡つ

まり,560サンプル中で,第2提示額が1,000円,1,500円,3,000円の185

サンプル (全体の33%)は第1,第2提示額を使用し,それ以外の375サン

プルは第 1提示額のみ使用した｡また,モデル2は比較のためにモデル 1に提

示額バイアス変数 (ez-lniz-x:･β)の関数を加えたものであり,モデルを次

のように特定している｡

II.:Iny l-X;8.+el°, el°-N(0,6芸)

Ha:lnyl=X'lβa+α1十exp(-(lnti-X;･Ba)) を)+eta,

(5)

Ela-N(0,0･2a) (6)

ここで,(5)式はモデル 1に, (6)式はモデル2に対応しており, (6)式の t.

は第 i被験者の第 1提示額を使用 しているOここで,提示額が推定 された

wTPに与える影響について,次のような帰無仮説 ･対立仮説を提示する｡

〔仮説〕 Ho:α-0 Ha:α≠O

II.は被験者が提示額の影響を受けていない場合であり,Haは影響を受けて

いる場合である｡

推定結果を見ると,モデル1の市場賃金率に関係する説明変数 INCOME,

AGE,SEXの推定係数はその漸近的 t値が統計的に有意な水準で期待され

た符号条件を満たした｡このことは,所得が大きいほど,年齢が高いほど,そ

して女性 よ り男性の方が,WTPは大 き くなってい ことを意味す る.
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HOUSEの推定係数は期待された符号条件を満たしているが,統計的には有

意 な水 準 で なか った｡ゴ ミ排 出量 に関係 す るFAMILY,PURCH,

WASTEについては予想 されたように統計的に有意ではなか ったoDIS

POSEの推定係数は期待された符号条件の負であったが,統計的に有意な水

準ではなかった｡AREAの推定係数は正であったが,統計的に有意ではなか

った｡また,これらの推定係数については,モデル2でも同様の傾向が見られ

た｡

次に,モデル2で提示額バイアスの推定係数ALFAを見ると,漸近的t値

は有意水準0.1%で期待された正の符号条件を満足した｡さらに,モデル1と

モデル2で尤度比検定を行った結果でも,有意水準1%で ∬2(1)=6.635の

ときx2検定統計量は8.304であるため,ALFAの係数がゼロであるという帰

無仮説が有意水準 1%で棄却された｡これより,回答者は提示額から影響を受

ないで回答しているという帰無仮説が棄却され,回答者は提示額の影響を受け

て回答しているといえる｡

さらに,SIGMAの推定係数は1,099から0.782へと縮小している｡その理

由として,モデル 1の誤差項がモデル2では提示額バイアスによって説明され

る部分とそれを追加しても説明できなかった部分としての誤差項とに分かれた

結果であると考えられる｡

次に,モデル1とモデル2では WTPについて対数正規分布を仮定してい

るから,潜在 WTPの中央値 と平均値はそれぞれexp(倉hX-),exp(あX-)exp

(&皇/2),k=0,aから求められる.ただし,bk,ahは推定係数,x-は説明変

数の平均値である｡また,95%信頼区間については,KrinskyandRobb〔25〕

の提案した方法にしたがい4,000回の抽出を行って求めた｡第3表に見るよう

に,モデル1の中央値 と平均値は,それぞれ3,273円と5,986円であり,モデ

ル2の中央値 と平均値は3,310円と4,492円であるから,中央値では両モデル

の間で大差ないが,平均値ではモデル2の方が誤差の推定係数がより小さいた

めに,平均値 と中央値の布離がより小さくなっている｡また,中央値と平均値

の95%信頼区間については,それぞれモデル1で 【2,887円-3,720円]と
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第 3表 統合モデルの推定結果 (判別式を使用する)(∩-560)

説明変数 推定係数 漸近的t値 推定係数 漸近的t値

Constant 0.875 (1.075)

INCOME 0.688日+ (5.763)

HOUSE 10.244 (-1.537)

AGE 0.744日. (3.499)

SEX 0.350日' (2.593)

FAIWILY 0.173 (0.967)

PURCH 0.082 (0.529)

WASTE 10.180 (-0.994)

DISPOSE -0.096 (10.474)

AREA 0.148 (0.573)

ALFA

SIGMA 1.099日' (12.014)

0.775 (0.985)

0.704日 * (5.529)

一0.256 (-1.560)

0.761日● (3.472)

0.344" (2.462)

0.227 (1.221)

0.041 (0.254)

-0.178 (-0.970)

-0.128 (-0.602)

0.098 (0.387)

1.537書目 (3.715)

0.782日● (8.189)

対数尤度 -380.384

WTP (中央値) 3,273

95%信頼〆間 【2,887-3,720]
WTP(平均値) 5,986

95%信頼rxI間 【4,824-7,65Ol

-376.232

3,310

L2,899-3,790】

4,492

[3,755-5,5411

注.1) H* - *はそれぞれ有意水準 0,01,0.05,0,1を示す.

2) 第2提示額が1,000円,1,500円,3,000円の183サンプルのみ第1,第
2躍 小額とそのIFII帯を使用し,それ以外0)377サンプルは節 1程示衝とその

回芥のみ使用した.

[4,824円-7,650円1で あ り,モデル 2で [2,899円-3,790円] と [3,755

円-5,541円1であった｡両者を比較 したところ,中央値 については大差ない

が,平均値 についてはモデル 2の方が信頼区間の幅が 37%狭 まっている｡以

上二からモデル 2の方がより予測力の高いモデルであることがわかる｡

2) 第 1提示額のみによる推定結果

ヒ述の分析では,判別式を満た した 185サンプルについては第 2回答 まで用

い,残 りの 375は第 1回答のみを用いている｡そこで,560サ ンプル全てにつ

いて第 1回答のみを用いて推定 した結果 を第 4表 に示す｡モデル 3はALFA
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を含まず,モデル4はALFAを含むモデルである｡

モデル4のALFAの推定係数の漸近的t値を見ると有意水準0.1%でゼロ

と有意差をもった｡他方,両モデルについて尤度比検定を行った結果では,育

意水準 100/.でx2(1)=2.706であるが,x2検定統計量は3.238であるため,

このことはモデル1のALFAの推定係数がゼロであるという帰無仮説が有意

水準 100/.でしか棄却できないことを意味する｡ここでALFAの大 きさをモ

デル2とを比較すると,モデル4の方が大きくなっている｡このことは第 1提

示額のみで推定したモデル4の方が,第 1提示額による提示額バイアスの影響

がより大きく表れた結果と考えられる｡

他方,sIGMAの推定係数については,モデル3は推定係数が有意水準0.1

%でその大 きさが1.074であったのに対 し,モデル4では有意水準 5%で

0.218であり,モデル4の推定誤差の大 きさはモデル3の20%に過 ぎなかっ

た｡その理由としては,モデル3の誤差の大部分がモデル4では提示額バイア

スによって説明されたことが挙げられる｡その結果 として,lγ7ーPの中央値

と平均値が,モデル3では3,830円と6,818円であるのに対し,モデル4では

3,839円と3,932円であり,AIJFAを入れた結果 としてモデル4では中央値

と平均値の希雛が2,988円 (-6,818-3,830)か ら 93円 (-3,932-3,839)

へと97%も大幅に縮小されている｡また,平均値の大きさもモデル4はモデ

ル3の51.6%の大 きさであ り,平均値 の95%信頼 区間で もモデル3の

｢5,329円-9,072H]に対し,モデル4では 【3,509円-4,488円lとなり,

大きく信頼区間の幅が狭まった｡

また,説明変数については,モデル3では有意でないHOUSEが,モデル

4では有意水準5%で期待される符合条件を満足している｡このように,第2

提示額には第 1回答と比較して不安定な回答が存在する可能性があるため,そ

の第2回答が除かれた結果,モデル4ではモデル2に対しても誤差が縮小し,

かつHOUSEの推定係数の漸近的 t値 も向 Lしたと考えられる｡
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第4表 第 1付け値式の推定結果 (n-560)

説明変数 推定係数 漸近的 t値 推定係数 漸近的t値

Constant 1.810日 (2.184)

INCOME 0.629日' (5.367)

HOUSE -0.218 (-1.351)

AGE 0.694日' (3.371)

SEX 0.286日 (2.045)

FAMILY 0.114 (0.610)

pURCH 10.014 (10.084)

wASTE -0.162 (-0.854)

DZSPOSE -0.261 (-1.245)

AREA 0.087 (0.304)

ALFA

SIGMA 1.074日 事 (10.800)

3.189●= (5.229)

0.522日◆ (4.764)

-0.271日 (-2.033)

0.551日' (3.077)

0.223日 (1.956)

0.099 (0.631)

-0.074 (-0.517)

-0.161 (-0.979)

-0.242 (-1.208)

0.026 (0.115)

3.500日◆ (8.886)

0.219日 (2.163)

対数尤度 -268.362 -266.744

WTP (中央値) 3,830 3,839

95%信頼区間 [3,551-4,394] [3,444-4,279]

lγ7'P (平均値) 6,818 3,932

95%信頼区間 [5,329-9,072] [3,509-4,488]

注.1) -I,-,･はそれぞれ有意水準0.01,0.05,0.1を示す.
2) 全 560サンプルについて,第1提示客員とその回答のみを用いた.

3) 第 2提示額を全て用いた場合の推定結果

判別式を使用せず全 560サンプルに第 2提示額を使用 して推定 した場合につ

いて,モデル5とモデル 6に示す (第 5表参照)｡推定係数の傾向については

モデル 1,2とばば同様の傾向が見 られるが,モデル 6においてALFAにつ

いては漸近的 t値および尤度比検定 とも有意水準 0.1%でゼロと有意差をもち,

SIGMAについては推定係数の大きさが縮小 し,中央値 と平均値については低

く推定 されている｡また,95%信頼区間の幅 も狭 まっている｡ この理由 とし

ては,モデル 1と2では 185サンプルしか第 2提示額を使用 しなかったのに対

し,モデル 5とモデル 6では560の全てに対 して第 2捷示額 まで使用 したため

に,第 2提示額に対 してより多 く ｢No｣ と回答 したサンプルを含んだ結果で
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第5表 第1,第2提示額をすべて使用した場合の推定結果 (n-560)

推計係数 推定値 漸近的 t値 推定値 漸近的t値

Constant 2.634"' (5.650)

INCOME 0.624日' (8,905)

HOUSE 10.161 (-1.572)

AGE 0.316日 (2.400)

SEX 0.255日' (2.954)

FAMIL,Y 0.096 (0.832)

PURCH 0.094 (0.934)

WASTE -0.106 (-0.908)

DISPOSE -0.029 (-0.222)

AREA 0.102 (0.578)

Al.FA

SIGMA 0.768日' (18.737)

対数尤度 -577.536

WTP (中央値) 2,598

95%信頼区間 [2,392-2,828]

WTP (平均値) 3,487

95%信頼区間 [3,191-3,826]

2.169日` (4.511)

0.666日 ● (8.416)

-0.160 (-1.436)

0.376日* (2.601)

0.278=● (2.928)

0.167 (1.324)

0.072 (0.657)

-0.135 (-1.086)

-0.050 (-0.348)

0.036 (0.195)

1.730日● (8.068)

0.557日● (14.256)

-554.398

2,580

[2,339-2,856]

3,013

[2,710-3,372]

注.1) **･, - ･はそれぞれ有意水準0.01,0.05,0.1を示す.

2)560の全サンプルについて第1,第2提示額とその回答を使用した.

あることが考えられる｡

以上より,本調査事例ではモデル2あるいはモデル 4がより予測力の高いモ

デルと言えるQただし,判別式を用いて第 1回答 と第 2回答の一貫性を比較 し,

一貫性がないと判断された第 2回答は使用 しなかったモデル 2でも,不安定な

回答が残ってお り,その結果 として,モデ/レ2の方がモデル4よりも誤差の分

散が大 きくなった と考 えられ る｡他方,CVMのガイ ドライ ンを検討 した

NOAAパネルでは,評価額について過大評価の可能性 を避けるという安全性

の原則の適用を勧めているが,本研究に当てはめればより高い WTPを採用

しないことになる｡ したがって,以下では中央値 と平均値の差異がわずか 93

円しかなかったことも考慮 してモデル4の平均値 3,932円を用い,家庭 ゴミ処
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理費用の総便益を検討していく｡

注(1)この他に居住年数もあったが,HOUSEとの相関が0.45と高いために計測結果が

不安定になったので,居住年数は説明変数から除外した｡

(2)60歳以 卜の高齢者が8.60/.含まれるため,高齢者ではマイナスの効果が現れる可

能性があるので,AGEの自乗の項 も入れて推定を試みたが,その推定係数は有意に

ならなかったOそこで,AGEの自乗の項は説明変数に加えなかったO

(31FAMILY,PUNCH,14/ASTE相互の相関の高さを考慮 して,.3)それぞれ一つ

ずつ説 明変 数 を入れ,他 の2説 明変 数 は入れ ないで推定 した結果,お よび@,

puRCH を採用せず,wASTEをFAMILYで割 った一人当た りゴ ミ排出量 と

FAMILYの2変数を採用 して推定した結果でも,各説明変数の推計係数は有意にな

らなかったので,単純に3説明変数とも採用した場合をここでは示 しているC

5. 考 察

本研究では税払戻し方式の評価額を推定し,その厚生測度については先の佐

藤他でも検討したが,想定している仮定を含め紙面の制約から十分に記述でき

なかった｡そこで,本節では,改めて行政費用の固定費 ･変動費の違いを含め,

この問題 を検 討 し, 次 いで推 定値 の政 策的意味 につ いて考 察 す る｡

(1)税払戻し方式における厚生測度

1) 厚生測度の定義

家計の効用関数 u(x,q)について2階連続微分可能な強擬凹性を仮定し, x

は市場財の需要量ベクトルであり,その価格ベクトルをpとする.この市場財

ベクトル∫の中には,市場により供給されるゴミ処理サービスや家庭用ゴミ処

理資材も含まれるoqは外生的に決定された ｢公共的｣家庭ゴミ処理サービス

の水準であって,公的ゴミ処理事業における全体的な水準を意味しており個々

の家計が受けている便益の水準ではない｡また,a,(q)は家計当たりの公的ゴ

ミ処理費用負択関数とし,qについて非逓減であり,家計の納税額や家族数,

ゴミ排出量等に関係無 く全ての家計に対して一律な負担額を仮定する｡このと
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き,次の支出最小化問題

min px+W(q)

S.t. u(x,q)=u (7)

の解は,pxの最小化問題の解 と等しい補償需要関数ベクトルx'-x'(p,q,u)

を与えるo効用水準 uを達成する制約付き支出関数をeとしたとき,

e(p,q,u)-e*(p,q,u)+W(q) (8)

なる関係が成 り立つことが知られている｡ただし,e暮(p,q,u)-px+であっ

て,市場財に対する最小支出を示す(1)0

次に,公的ゴミ処理サービスの低下を回避するために支払ってもよいと考え

る最大金額 としての支払意志額 (WTP)について検討 しよう｡まず,m は

所得を,qOは現状の公的ゴミ処理サービスの水準を,ql(<qO)は低下した公

的ゴミ処理サービスの水準を表す｡また,①公的ゴミ処理サービスの水準が変

化しても,市場財の価格は変化しない｡(塾ゴミの自家処理のために家計の余暇

時間が減少したとしても労働時間は不変であり,自家処理によって (名目)所

得が減少することはない｡③民間ゴミ処理サービス費用はゴミ排出量に関係の

無い定額制であるため,自家ゴミ処理の程度や時間が委託処理費用に影響を与

えることはない｡(郭公的ゴミ処揮サービスの水準低下により減税が行なわれた

場合,その時点での可処分所得は増加するが (名目)所得は不変であるとする｡

以上の仮定のもとで,状況 (p,qo,m)での効用水準をuo,状況(p,ql,m)

での効用水準を 〟1で表すとしよう｡この効用水準 〟1 とは,家計がゴミの自

家処理問題に直面した時点での効用水準であり,したがって,これから自家処

理を行うのか,あるいは民間ゴミ処理サービスに依託するかの決定がまだなさ

れていない状態での効用水準である｡

このとき,通常のCVM ではサービス劣化を回避するための WTP を質問

することになるが,その場合の厚生測度は等価余剰 (EquivalentSurplus)

である｡等価余剰をEsで表し,所得 (可処分所得ではない)一定を仮定すれ

ば e(p,q l,ul)-e(p,qO,uO)であるから,(8)式を用いて次のように定義され

る｡
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Es-e(p,qo,ul)-e(p,qO,uO)

-e'(p,qo,ul)-e*(p,ql,ul)十W(qO)-u)(ql) (9)

=WcIEwTP

ただし,Wc-W(qo)-W(ql) はゴミ処理サービスの低下に対応 した負担費用

節減分であって減税額に相当し,EwTP-LlqO(∂e'(p,q,ul)/aq)dqはゴミ処

理サービス低下を回避するために,ゴミ処理費用相当額の減税後に家計が以前

の状態に留れるならば支払っても良いと考える最大金額である｡

(9)式の,関係を図で表現すれば,第2a図,第 2b図のようになる｡ただ

し,縦軸は市場財を一括して合成財としてまとめてある｡公的ゴミ処理サービ

スの水準が q.のとき,可処分所得はAqOで効用水準は uOとなり市場財に対

する支出 e*(p,qo,uo) に対応 し,qlのとき可処分所得はBqlで効用水準は

ulとなり市場財に対する支出e♯(p,ql,ul)に対応 している(2)｡以下では,

公共サービスの費用を可変費用と固定費用に分けて若干の検討を加えよう｡

2) W′(q)>0の場合 :(可変費用が存在する場合)

低下した公的ゴミ処理の水準 qlについて,

i)ql>0のとき,固定費の有無に関わらず,wc-

り立つ｡

I,qow,(q)dqが成

ii)q1-0のとき,固定費をfc(≧0)で表せば,Wc=Lqou)'(q)dq+fc

となる｡

この i),ii)何れの場合でも,(9)式より次の関係が成 り立つ｡

wc2<EwTP ≠ ====⇒ ul享uo ⇔ Es享0 (10)

このEwTPの方が税負担額の減少 Wcよりも大きければ,サービス低下後の

効用水準 ulの方が現状の効用水準 uoより小 さくて,Esは負となる｡第2a

図はこのような状況に対応したものであり,一般には効率的に公共サービスが

提供されている場合に相当する｡このとき,家庭でのゴミ処理が物理的に困難

な状況やゴミ処理の機会費用がかなり大きな状況が予想される｡また,委託ゴ

ミ処理サービスの費用がそれほど大きくないならば,家計は自らゴミ処理を行
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O ql q() q

公的ゴミ処理水準

第 2a図 公的ゴミ処理水準と厚生測度 (EwTP>Wcの場合)

第2b図 公的ゴミ処理水準と厚生測度 (Ew,p<Wc場合)

うよりも民間であれ公共であれゴミ処理サービスの提供を好むことを意味 して

おり,したがって,現状の公的ゴミ処理サービスの維持を望むことになる｡こ

のとき,Es=Wc-Ew,pの絶対値は,ゴミ処理サービス低下を回避するため
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に,家計が支払ってもよいと考える追加的負担額を意味している｡

他方,EwTP の方が税負担額の減少Wcよりも小 さければ,サービス低下後

の効用水準 ulの方が現状の効用水準 uoより大 きく,Esは正 となる0第 2b

図はこのような状況に対応したものであり,一般には不効率な公共サービスが

提供されている場合に相当する｡このとき,家庭では比較的簡単にゴミ処理が

でき,その一方で公的ゴミ処理サービスの費用が大きいならば,行政によるゴ

ミ処理が行われるよりも,むしろゴミ処理は行われないでその費用分だけ減税

されることを好む｡この とき,Es=Wc -EwTP は,ゴミ処理サービスを削減

する機会を見逃すために,家計が求める最小補償額を意味 している｡

なお,特別税で評価するような,税払戻 しがない通常の CVM で,｢ゴミ処

理サービスの低下を回避するために最高いくらまでなら支払ってもよいと思い

ますか｣という設問に対応する厚生測度がこのEsである｡

3) W′(q)=0の場合 : (可変費用が存在 しない場合)

例えば,環境便益が人為ではなく全 く自然に供給されているような場合には,

l〟′(q)-0つまり可変費用がゼロで,固定費用ん もゼロの場合となる｡あるい

は,同定費用木>0が存在 したとしても,ql>0の範囲で可変費用がゼロであ

る場合には,t4'C-0よりE s- 一 E wTP となる｡したがって,このような場合に

は税払戻 し方式の評価をする必要がなく,基金や特別税のような可処分所得の

みが減少するCVMの質問でよい｡

他方,固定費用fcが存在 して q1-0のときには,Wc-fc となるから,公

共サービスの全廃による費用削減額は固定費用 と等 しくなり,この場合にも

(10)式の関係が成 り立つ｡ただし,WcとEwTP の大小関係は一般には明らか

でない｡そこで,北見市の事例からEwTP をCVM により推定し,別途求めた

IVcと比較 してEsを求めようO

(2) 評価額の政策的意味

ゴミ処理サービスの便益評価に当たってはモデル4の平均値を用いる｡1月
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当たりの平均 wTPは3,932円であり(3),週 1回,1時間 くらいを生ゴミな

どの自家処理に当てるとして時給 1,000円とすれば1カ月当たり4,000円にな

るから,ほぼ自家処理の機会費用に相当するであろう｡他方,自家処理には資

材が必要であるが,生ゴミから堆肥ができるとし,その部分だけ家庭菜園など

の肥料代が節約できるとすれば,資材費は相殺されると考えられるであろう｡

なお,本研究では自家処理の方法や時間まではアンケー トを取っていないが,

これに続 く帯広市の調査では,生ゴミのリサイクルや有機肥料問題を視野に入

れてアンケー トを取っているので,この間題については別の論文で検討したい｡

次に,評価額の政策的意味について論じよう｡北見市の現在の家庭系一般廃

棄物処理に関わる経常経費支出は,固定費を含め平成 7年度で798,434千

円(4),年間1世帯当たりでは18,433円であり,この費用は生ゴミや可燃ゴミ

の処理費用を最大限に大きく見積もった費用である｡他方,一般家庭から出る

不燃ゴミ,飲食店や事業所から出るゴミ,粗大ゴミやし尿処理部門などを考慮

して,全体のゴミ処理事業が行われている｡そのため,全ての家庭が最大限の

自家処理を行った場合でも,最低限の車両や人員が必要であり,これらは固定

的な廃棄物処理費用となっている｡このような固定費は家庭ゴミ処理サービス

の水準を低下させても節減できない費用である｡

そこで,固定費を含まない家庭ゴミ処理費用を計算するため,コミの組成分

析結果から市のゴミ処理量に占める自家処理可能なゴミの量について比率等を

勘案し,全世帯が生ゴミや可燃ゴミを自家処理することで節減可能な費用を求

めると,現状の週2回収集の場合で約 123,287千円,自家処理が進んで週 1回

の収集になれは約241,877千円となる(5)｡これら可変費用は,固定費用を含

む総処理費用798,434千円の約 16%か ら約30%であ り,1世帯 に直せ ば

2,846円から5,584円の費用節約になる｡

また,ゴミ処理サービスの1年間 1世帯あたりの便益評価額は,3,932円×

12-47,184円であるから,(10)式との関係でいえば,

Wc<EwTP ～ ul<uO ～ Es<0

が成 り立つ｡これは,ゴミ処理サービスの減少による費用節減 (Wc)よりも



32 農業総合研究 第53巻第 1号

ゴミ処理サービスの低下を回避するための支払意志額 (EwTP)の方が大きい

場合であり,両者の差 として定義される等価余剰 (Es) の絶対値は1世帯当

たり年間で少なくとも,47,184円と5,584円の差,すなわち41,600円となる｡

自家処理の場合でも機会費用が発生すること,および自家処理費用も勘案して

WTPを表明していると考えられるから,住民は公的ゴミ処理がな くなる

(効用水準は 〝1) よりも現状のゴミ処理サービスが提供 されること (効用水

準は〟o)を望んでいること (〝1<〟0) が分かった｡

さらに,年間の総 WTPを求めると,47,184円に北見市の全世帯数43,315

世帯を乗じると約20.4億円の便益 となる｡しかしながら,分析に使用したサ

ンプルは1,200を配布 した中の560,つまり使用率46.6%である｡したがっ

て,過大評価額を避けるという見地から分析 に使用 しなかったサンプルの

wTPはゼロであるという仮定をおくと,20.4億に0.466を乗 じて年間9.51

億円の余剰となる｡

さて,上述の評価額は既存の最終処理場を所与として,これまでの埋立て処

理という安価な処理方法を前提とした費用での比較である｡他方,北見市では

2000年に予定しているゴミ焼却施設 ･リサイクルプラザの建造費用として55

億円を新たに必要 とし,さらに新たな最終処分場 ･管理塔の建設費用 として

27.4億円(内,用地造成費5.2億円,最終処分場 14.6億円,管理塔 5億円,

外溝地 2.6億円),加えて建設費を賄うための地方債の償還利子 11.8億円(6)

を合計 した94.2億円が必要であり,焼却施設の運営費用 (数億円/年)等も必

要とされることを考慮すれば,市の提供するゴミ処理サービスは今後決して安

価なものとはいえなくなる｡

そこで,上述の推計値をもとにしてこれらの建設費との比較を行う｡家庭ゴ

ミ処理事業に対して,年間9.51億円の余剰が発生しているから,地方債の予

定借入利率4%と施設の利用年数20年を用いれば(7),20年間の余剰の現在

価値は9.51×(ト(1-0.04)20)/0.04≒132.6,つまり約 131.6億円となる｡した

がって,今回の施設建設について経済的な側面に関する限りは,住民の合意が

得られると思われる｡
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なお,建設費用82.4億円 (55億円+27.4億円)は,北海道の自治体がダイ

オキシン対策を講じた焼却施設に移行することを背景に,メーカーのシェア獲

得を視野に入れた予想外の低価格入札の結果であり,当初は110億円程度とさ

れていた(8)｡そして,この入札価格決定の一つ根拠 として佐藤他 〔3〕や矢部

他 〔10〕の北見市のゴミ処理評価に関する一連の研究成果が貴重なデータにな

ったと市の担当者から聞いている｡

(3) 家庭系ゴミ処理事集をとりまく間畏

この他の問題としては,ダイオキシン問題など焼却処理自体や焼却後の残漆

管理の安全性についても全国的に疑問が投げかけられているおり,北見地区は

昨年北海道からの要請を受けてゴミ処理広域化のモデルケースとして周辺農村

地域からのゴミを北見市で処理する方向に動きつつある｡このため関係住民の

間で新たな合意形成の必要に迫られている(9)0

また,広域の住民 ･自治体間での合意形成ができたとしても,新施設は北見

市を前提として設計されたものであり,広域の処理能力に対しては不充分であ

るため,北見市はもちろんのこと周辺自治体においても,生ゴミの自家処理や

リサイクルの推進等により減量化は避けられない状況にある｡仮にプラスチッ

クなどの燃焼原料となるゴミのリサイクルが進めば,安定した高温での燃焼処

理を維持するために,燃焼温度を低下させる生ゴミの投入を減らす必要も生じ

てくるであろう｡そのため,従来は自家処理,特に生ゴミの自家処理を ｢推奨

する｣といった程度であったが,今後は積極的に ｢推進する｣ことが求められ

るようになる｡実際,従来はプラスチック製コンポスターに対する購入補助額

が3千円であったが,99年から電気式コンポスターの普及を目指 して,購入

補助額が2フi円に引き上げられた(10)｡電気式の生ゴミ処理機の低価格化 とも

相まって,今後北海道内の他地域の自治体においても同様の動きになると思わ

れる｡

他方で,生ゴミを広域的に収集し,集中処理するという動きもある｡北見市

においても周辺自治体 と共同で生ゴミの堆肥化処理の研究を一部スター トさせ
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てきている｡実際には,自家処理と集中処理の併用になる可能性が高いと思わ

れるが,その場合,コストの比較計算や自家処理への補助額の検討に際して,

今回のような自家処理サービスの評価は欠かせないであろう｡

注(1) 厚生測度の一般的議論についてはFreeman〔20〕,Johansson〔21〕が参考になる｡

(2) なお,家計モデルの基本に従えば,余暇時間を減らしてゴミ処理に時間を消費する

モデルが必要となるが,本研究では余暇時間に関するデータを集めなかったため,そ

のような自家処理時間を考慮した研究は今後の検討課題 としたい｡

(3)佐藤 ･矢部 ･山村 〔3〕では,第 1付け値式と第2付け値式が同一の推定係数 と誤

差分散をもつという仮定の下で中央値2,501円を得た｡このような低い金額になった

理由としては,上述のような第2式における下方バイアスが考られる｡

(4)総費用と支払意志額の比較が調査の目的である場合には,固定費もサービス水準の

低下で按分することが考えられる｡先の佐藤他論文ではこの考え方に立つものであり,

節減費用 として北見市の家庭系一般廃棄物処理に関わる経常経費支出である約

772,956千円を採用した｡この金額は,収集 ･運搬,処理業務に伴う直接原価 (人件

費,物件費,減価償却費,起債償還利子)と管理部門配分額の合計金額である｡なお,

この金額には,し尿処理部門との分離計算が困難な共通手数料部門が含まれていなか

ったが,し尿処理経費とゴミ処理経費との比率で手数料を分離できると仮定すれば,

経常経費支出は798,434千rTJになる｡

(5) この節減費用は,北見市の担三l与者からの聞き取 り調査を行 い,最大自家処理可能貴

やその場合の車両台数,人員等の減少を基にして計算した｡補遺Bを参照のこと｡

(6) 北見巾の一般廃棄物処理事業債について見ると,大蔵省資金運用部から61.6億円

を平成9年から12年の間に借入れ,予定利子率4.00/.(ただし,経済状況によって

変動の可能性あり)で平成 10年から27年にかけて償還を行う計画であり,償還利子

は23.5億円となる｡なお,償還元利金合計 85.1億円のうち,半額は償還時に交付税

の交付という形で返却されるという｡したがって,北見市民が負担する償還利子は

23.5億円の50%の11.75億P=こしたO

(7) 実際,施設が使用できるのは20年であろうという担当者の見解による｡

(8)建設費用が110億円であった場合,仮に建設費の増加分 (13.3%)だけ償還利子

も増加したとすれば15.7億円となり,これに当初予想建設費を加えれば125.7億円

となり,さらに年間の施設運営費も加算される｡他方,131.6億円の余剰計算にあた

っては,分析に使用しなかった人の WTPはゼロHという極端な仮定をおいたが,

コミ焼却処理施設の近隣住民はゴミ処理サービスに対してマイナスの WTP.つまり

補償を要求する人もいるだろうから,これ以 上この金額を大幅に増加 させることには
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問題がある｡したがって,経済的問題に限定しても,今回の焼却施設建設は住民が許

容できる範囲内に幸いにして納まっていると見るのが妥当であろう｡

(9)北見地区は昨年北海道の要請を受けて,ゴミ処理の広域化問題のモデルケース (覗

在広域化の可能性を検討している段階であり,市としては北海道の進める広域処理政

策を受諾したわけではないから,モデルケースという表現には抵抗を示している)に

取 り上げられ,周辺農村地域のゴミも北見市で処理するという方向に動きつつある｡

仮に,北海道の要請を受けてゴミ処理の広域化を受け入れるとしても,スムーズに

広域化を実現化するためには,次のような問題を解決しなければならない｡

①施設建設計画作成時には,広域化の予定はなかったため,施設は北見市だけに対

応した処理能力となっている｡したがって,他地域のゴミを受け入れるためには北見

市でのゴミの減量化が必須条件となる｡減量化自体は望ましいことであるが,自分た

ちへのサービス部分を減少させて他自治体への処理サービスを提供するため,自治体

間でのコスト負担問題が新たに発生すると思われる｡

②建設決定時には,北見市民用の施設ということで市民の合意を取り付けている｡

そのため,広域化に対しては ｢なぜ他の町のゴミまで処理する必要があるのか,約束

達奴だ｣といった市民の感情的な問題も生L:,市民間での新たな合意形成が必要とな

っている｡

(10)現在のところ北海道で電気式コンポスターの補助を行っているのは,北見,網走,

室蘭など小数の臼泊体たけである｡

6. おわりに

本稿では,公共サービスとして行われてきたゴミ処理サービス事例 として,

DB-CVM における提示額バイアスを誤差項において特定化した推定方法を提

示するとともに地域住民による便益評価額を試みた｡分析結果から以下の点が

明らかになった｡

第 1に,第 1提示額と第2提示額における回答の一貫性を識別する判別式を

導出した｡これにより,従来の定量的分析では第 1回答全体 と第2回答全体と

の差異しか比較できなかったものが,各提示額ごとに回答の一貫性が識別可能

になった｡また,これを実証分析にも適用した結果,本調査事例では,高提示

額では一貫性のない回答が多いことが明らかになった｡さらに,第2提示額の

使用について,判別式によりサンプルを選択して推定した結果でも,一貫性の
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ない回答が推定結果に影響を与えていることが読み取れた｡

第2に,第 1,第2回答に一貫性があるとしても,同様に提示額の影響を受

けている可能性がある｡そこで,誤差項から提示額バイアスを分離するモデル

を開発 し,WTPの推定を行った｡その結果,有意水準 lO/Oで回答は提示額

から正の影響を受けていることが明らかになった｡また,WTPに対数正規

分布を仮定し,提示額バイアスを除去した場合には,中央値 と平均値の差異は

最大で97%縮小し,一般に過大評価が問題視されてきた平均値 も最大で約50

%小さな値が推定され,信頼区間の幅も狭まった｡

第3に,提示額バイアスを除去 した潜在 WTPの平均値は,1世帯 1月当

たり3,932円,年間47,184円であり,配布数に対する分析へのサンプル使用

率0.466を総世帯数に乗じて北見市の家庭ゴミ処理サービスの年間便益を推定

すると9.51億円となる｡固定費を除いた年間処理費用は約2.4億円であるか

ら,北見市は現在,埋立てに依存しながら安価なゴミ処理サービスを提供 して

いるといえる｡他方,2000年には北見市は償還利子を含め総額94.2億円の新

たなゴミ処理施設の建設を行う予定であるが,9.51億円の20年間の現在価値

を計算すれば約 131.6億円になるという本稿の推定結果からすれば,経済的側

面に関する限りは住民の合意が得られる計画といえよう｡なお,このゴミ処理

施設建設の入札価格決定に当たっては,佐藤他 〔3〕などの本研究に関連 した

一連の研究成果が貴重な検討資料になったと聞いている｡

最後になったが,地域におけるゴミ処理政策の展開にあたっては,これまで

以上に住民に対する積極的な情報公開が行政側に求められる｡すなわち,ゴミ

処理の安全性に関する科学的 ･客観的知見に加え,行政サービスのコス ト,住

民自身によるサービス評価などの公開が重要になる｡その際,行政サービスの

評価を,住民が理解しやすく行政コストとも対比可能な貨幣タームで明らかに

することは有用である(1)｡したがって,アンケー トに基づいて価値評価を行

うCVM は,合意形成を前提 として住民参加型政策決定システムの確立のため

に,さらなる研究の進展が期待される｡
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注(1)実際,市の担当者もCVMによるゴミ処理サービス評価について,以下のような意

見を述べていた｡

① 行政サービスの便益を客観的に評価し情報を市民に示すことで,市民にもコス

ト意識をもってもらえるQゴミ行政においてCVMのデータは政策のバックデータと

して有効に利用できるものと思う｡

② 行政の効率化が厳しく求めらているおり,住民からの評価が金額で明確に示さ

れるために,行政サービスが客観的に評価され,行政サービスの効率化を図る上で指

標の一つとなりうる｡

③ 市民と行政との間でサービスのあり方の議論をする際の出発点となる｡今回の

ような評価は,ゴミ問題に止まらず,福祉,給食など他の市の行政サービス分野にも

適用できると思う｡

(動 コンポスターなど,自家処理への補助額算定時に参考となる.
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補遺 A:

附表 1 所得と ｢よくわからない｣回答の理由別クロス集計

200万円 200力■～ 400万- 600万- 800万円 計
未満 399万円 599万円 799万円 以上

そもそもゴミ処理は行政が責任を持って行うべき 13(37.1) 27(46.6) 21(29.6) 17(29.3) 10(10) 88(34.1)

市のゴミ処理関係者のため雇用不安 1(2_9) 2(3.4) 1(1_4) 1(I.7) 0( 0 ) 5(1.9)

これだけの情報では判断できない 16(45.7) 24(41_4) 36(50.7) 33(56.9) 19(52.8) 128(49.6)

別の方法を考える 5(14.3) 5(8.6) 9(12.7) 2(3.4) 6(16.7) 27(10.5)

その他 0( 0) 0( 0) 4(5.6) 5(8.6) 1(2.7) 10(3.9)

注.( )内の数字はパーセントを示す.

補辻B :

自家処理を仮定 した場合の一般廃棄物の収集処理原価 (平成 7年度分試算)

1.自家処理可能量の算出

○平成 7ゴミ総収集量 (31,862t)
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混合ゴミ収集量(30,319t)十粗大 ･その他ゴミ収集量(1,543t)-31,862t

Oゴミの組成比率 (平成 7年度3回実施した組成分析値の平均値)

･堆肥処理 厨芥類 (生ゴミ) 38.80%

･焼却処理 紙類 (再生できない分)(19.39%),繊維類 (2.57%)

草木類 (4.39%),その他 (1.81%),小計 :28.16%

○最大自家処理可能率 :堆肥率 (38.80%)+焼却率 (28.160/o)-66.96%

○最大自家処理可能量 (18,272t)

混合ゴミ収集量(30,319t)×最大自家処理可能率(0.6696)=20,302t

自家処理後残漬量 (10%) 20,302txO.1-2,030t

最大自家処理可能量 20,302t-2,030t-18,272t

O市の処理するゴミ量(13,590t)

総ゴミ収集量(31,862t)一最大自家処理可能量(18,272t)-13,590t

と仮定する｡上記の数字を基に,自家処理が行なわれた場合の市のゴミ収集割

合を計算すると13,590÷31,862-0,427とな り,市のゴ ミ処理量 は現在の

42.7%になると試算できる｡

2.自家処理時のゴミ処理原価算出基礎

○収集車輪必要台数算出

平成7年度では市全体を2区域に分割 して15台の収集車で過2回収集して

いる｡自家処理によってゴミ収集量は現行の42.7%に減少すると試算された

が,車検 ･故障整備時の予備車や積込時間 ･運搬時間を考慮するとその割合ほ

どには車輪は減少せず,週 2回の場合 11台が必要とされる｡さらに,車輪の

稼働率を上げて週 1回の収集体制が可能となった場合 6台となる｡これより,

現行の15台,週2回収集で11台,過1回収集で6台について,車輪台数で物

件費 ･減価償却費 ･管理経費を按分し,収集車輔にかかわる経費を算出した｡

○収集必要人数算出

同様に平成 7年度の収集人員41人 (内,運転手 :12人,作業員 :24人,予

備人員 :5人)が,自家処理時の週2回収集で31人 (運転手 :9人,作業員 :
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18人,予備人員 :4人),週 1回収集で17人 (運転手 :5人,作業員 :10人,

予備人員 :2人)になると試算できる｡このとき,収集運搬人員41人に関わ

る経費を,週2回収集による31人 と週 1回収集による17人によって物件費 ･

減価償却費 ･管理経費を按分して算出した｡

･○処理場での車輪必要台数 と必要人員算出

同様に平成7年度の処理場車輪 (搬送車,タイヤショベル,ダンプ, トーザ

-ショベル)8台と人員 (運転手,管理係)8人が,自家処理による週 2回収

集で6台と6人になり,過1回収集でも同数の車輪と人員が必要と算出できる｡

車輪台数と人員によって物件費 ･減価償却費 ･管理経費を按分して算出した｡

3.自家処理時の経費別原価計算

平成 7年度の経常経費 772,956(千円)は,手数料部門を除いた金額である｡

手数料部門は,し尿処理部門との分離が困難なことから,先の佐藤他 〔3〕で

は経常経費には手数料部門を含めなかった｡しかし,仮に,し尿処理経費とゴ

ミ処理経費の比率で分離できると考えるなら,平成7年度の場合は以下のよう

になり,手数料部門を含めて経常経費を算出することができる｡

○自家処理を想定しない場合 (現状)のゴミ処理に関わる経常経費

ゴミ処理部門計(772,956千円)十手数料部門 (30,378千円)×ゴミ処理部

門の手数料比率 (0.8387)-798,434千円

○自家処理を想定した場合のゴミ処理に関わる経常経費

･過2回収集の場合 :

ゴミ処理部門計 (649,853千円)+手数料部門 (30,159千円)×ゴミ処理部

門の手数料比率 (0.8387)-675,147千円

･週 1回収集の場合 (付表2参照):

ゴミ処理部門計 (530,972千円)+手数料部門 (30,506千円)×ゴミ処理部

門の手数料比率 (0.8387)-556,557千円

以上から,週 1回に収集回数を減らした場合,経常経費は対平成 7年度実績

との比較で,約241,984千円 (手数料部門を含めない場合,31.31%減),約
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附表 2 平成 7年度 自家処理時(週 1回収集時)経費別原価計算書(し尿除 く)

(単位 :円)

ゴミ処理関係部門 卜手数料部P,i 総 計
区 分 収 集 処 理 合 計

人 件 費 107,173,402 52,932,681 160,106,083 12,412,724 172,518,807

物 件 費 ll,170,020 69,107,997 80,278,017 1,163,349 81,441,366

減 価 償 却 費 8,832,711 94,732,720 103,565,431 - 103,565,431

起債償還利子 - - - - 0
計 (直接原価) 127,176,133 216,773,398 343,949,531 13,576,073 357,525,604

管理経費配賦飯 102,868,990 84.153,235 187,022,225 16,930,239 203,952,464

缶 計(総原価) 230,045,123 300,926,633 530,971,756 30,506,312 561,478,068

注.1) 手数料部門はし尿処理部門を含んだ値.

241,877千円 (手数料部門を含めた場合,30.29%減)の節約 となる｡
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提示額バイアスを除去した CVM による公共サ ー ビスの経済評価

ー一家庭系一般廃棄物処理事業への適用ー 一

矢部光保， 佐藤博樹， 西澤栄一郎， 合田素行

コンティンジェント評価法 (CVM) では， 環境保全のために追加的に支払っても

よいと考える金額を質問することが多い。 ただし， 農業の公益的機能創出に関わる農

業政策のように， 既に税金が支出されている場合， 追加的負担を質問すれば消費者に

とって二重の負担となる。 そのため， ある公共サー ビスの税負担を消費者が既に行っ

ている場合， 公共サー ビスの削減に見合った減税後に支払意志額(WTP)を表明し

てもらう評価方式を考案し， この方式を税払戻し方式と呼ぶことにする。

税払戻し方式は， 各種の公共サー ビス評価に適用可能と考えられるが， 理論研究・

実証研究とも殆ど行われていない。 そこで， 本稿では， この問題を理論的に検討する

とともに， 公共サー ビスの一つとして， 北海道北見市における家庭系一般廃棄物処理

事業の経済評価を取り上げ， 以下のように 2 段階 2 肢選択 CVM において提示額バイ

アスを除去した推定方法とあわせて検討した。

第1に， 第1提示額と第2提示額における回答の一貫性を識別する判別式を導出し

た。 これにより， 従来の定量的分析では第 1 回答全体と第 2 回答全体との差異しか比

較できなかったものが， 各提示額ごとに回答の一貫性が識別可能になった。 また， こ

れを実証分析にも適用した結果， 本調査事例では， 高提示額で一貫性のない回答が多

いことが明らかになった。

第2に， 第1' 第2回答に一貫性があるとしても， 回答が提示額の影響を受けてい

る可能性がある。 そこで， 誤差項から提示額バイアスを分離するモデルを開発した。

その結果， 推定されたWTPは有意水準1%で提示額から正の影響を受けているこ

とが明らかになった。 また， 提示額バイアスを除去した場合， 本稿のモデルでは中央

値と平均値の差異は最大で9 7%縮小した。

第 3 に， WTPの平均値は1世帯当年間47,184円であり， これにサンプル使用率

0.466の北見市の世帯数43,315 を乗じて年間便益を推定すると9.51億円となる。 他

方， 固定費を除く年間家庭ゴミ処理費用は約2.4億円であるから， 同市は埋立処分に

よって安価なサー ビスを提供しているといえよう。 なお， 同市は償還利子を含め総額

94.2億円の新ゴミ焼却施設の建設を進めているが，9 . 51億円の20年間の現在価値は

利子率4%で割り引くと約131. 6億円になるから， その計画は経済的側面に関する限

り住民の合意が得られる計画といえよう。


